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東アジア鉄鋼業の企業類型と貿易構造 (Ⅱ･完)

川 端 壁

Ⅰ 目的と課題

Ⅱ 東アジア鉄鋼業分析のフレームワーク

1 鉄鋼業の企業類型

2 国際分業と技術選択

Ⅲ 企業類型 ･貿易構造分析

1 世界鉄鋼業における東アジア

2 グループⅠ-1:日本,韓国,台湾一･一一銑鋼-

20巻第2号)

3 グループⅠ-2:中国一一僻異な技術構

成と制約された大量生産

4 グループⅡ:インドネシアー｢還元鉄

一貫企業による多品種量産

5 グループⅢ :タイ,マレーシア,フィ

リピンなど一一一貫生産の未確立

貫企業による多品種大量生産 (以上 本誌第 Ⅳ 結論 (以上 本号)

Ⅲ 企業類型 ･貿易構造分析 (続き)

3 グループト2:中国一-特異な技術構成と制約された大量生産

(1) 特異な技術構成と制約された多品種大量生産

グループト2に該当するのは中国である.その特徴は,銑鋼一貫企業による大量生産シス

テムが確立している程度と領域が限られており,技術 ･設備構成や製品構成においてト1と

は異なる性質をもった部分が広く存在していることである.

まず,全体として技術 ･設備の水準が低い,あるいは構成がグループⅠ-1とは大きく異な

ることである.1995年現在,中国には高炉が3227基存在している61). 日本の約100倍という,

まさにけた違いの数である.しかし,図ⅠⅠⅠ-1が示すように,大型高炉は16基に過ぎず,

2889基は内容積100立方メートル未満の小高炉なのである.また製鋼工程でも,転炉比率は6

6.7%と日本,韓国,台湾に遜色ないが,電炉比率が19%と低く,日本,韓国,台湾では旧技

術として使用されていない平炉の比率が14.3%である.また,転炉も297基のうち138基が10

トン/回未満,電炉も3343基のうち1637基が3トン/回未満である.さらに,連続鋳造比率

キーワード:東アジア,鉄鋼業,大量生産,国際分業,貿易,

61)高炉,転炉,電炉のデータは 『中国鋼鉄工業年鑑』1996年版,中華人民共和国冶金工業部,1996年,

109-110頁による.なお,全高炉数が3227基と記されているが,内容積の各クラスター別の基数を合

計すると3228基になるという統計の不整合がある.
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が47.1%と極めて低く62),造塊 ･分塊法に大きく依拠した生産性と熱効率の悪い生産となって

いる.このような特異な設備構成は,中国の歴史的条件を反映したものであり,別個に立ち入っ

た考察が必要である63).さしあたりここでは,1995年時点で世界第3位の粗鋼生産と世界第 1

位の銑鉄生産が,こうした特異な設備構成に支えられているということを強調しておきたい64).

図Ⅱ-1 中国の高炉の内容穂別基数

1000-1999rd28墓
500-999rTd30墓 2000m3以上16基

出所 :『中国鋼鉄工業年鑑』1996年版,109頁.

以上の基本的な問題点を踏まえつつ,銑鋼一貫企業による多品種大量生産システムの確立を

グループⅠ-1と同様に四つの面から検証しよう.

まず,銑鋼一貫の巨大企業の存在である.1995年の企業別粗鋼生産高ランキングでみると,

宝山鋼鉄公司,鞍山鋼鉄公司,首鋼総公司,武漢鋼鉄公司の4社が世界30位に顔を出してい

る (表ⅠⅠⅠ-5).このうち,首鋼を除く3杜は大型高炉,大型転炉;スラブ連鋳機,大型ホッ

ト･ストリップ･ミルを各1基以上保有している.ただし,分塊 ･造塊法にも一部依存してい

る.首鋼はホット･ストリップ･ミルを持たず,条鋼 ･形鋼頬を生産する製鉄所であるが,大

型高炉,大型転炉,連鋳機は保有している65).

62)同上,95頁より計算.

63)この点について,星野芳郎 『技術と政治一日中技術近代化の対照-』日本評論社,1993年,田島俊雄

｢中国鉄鋼業の展開と産業組織｣(山内一男 ･菊池道樹編 『中国経済の新局面一改革の軌跡と展望』法政

大学出版局,1990年)を参照.

64)なお,1996年には粗鋼生産も世界第1位となった.

65) ｢中国の主要製鉄所別生産設備の概要｣鋼材倶楽部鉄鋼情報サービス室,1997年2月.
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しかし,中国の銑鋼一貫製鉄所は,上記の大型のものばかりではない66).企業別の統計が確

認できる範囲では,銑鋼一貫企業が54杜存在している.おおむね1企業 1事業所と考えられ

る67). しかし,そのうち年間粗鋼生産能力が500万 トン以上のものは4社,100万 トン以上の

ものでも21社に過ぎない.1995年の重点企業 ･地方企業の粗鋼生産実績では,300万 トン以

上のものは6杜,100万 トン以上のものが19社である68). しかもこのなかには,製鉄 ･製鋼 ･

圧延の工程バランスがとれていないものもある.巨大一貫企業 ･製鉄所と多数の中･小型の一

貫企業 ･製鉄所が併存しているのであり,グループト1の一貫企業に比肩 しうるものはほん

の一部と言わねばならない.

また,巨大企業の中にも二つの系譜がある.先進国と同水準の技術 ･設備を導入して建設さ

れ,その意味で浦項綜合製鉄や中国鋼鉄の製鉄所に比肩しうる新鋭臨海製鉄所を保有している

のは,宝山鋼鉄だけである60).その他の製鉄所は,第二次大戦以前の日本の支配下で建設され

た工場を出発点とするもの,ソ連の援助下でつくられた比較的大型の製鉄所,第二次五力年計

画以後に政策的に建設が推進された多数の中小型企業,などにわかれ,中国の独自技術も加わっ

た独特の系譜を有している70).

次に生産の集中度であるが,上記の巨大一貫企業6杜が1995年の粗鋼生産にしめる割合は

41.0%である.国内の鉄鋼メーカーが1570社であることを考えれば印,かなりの集中度である

が,前述の日本や韓国,台湾における巨大一貫企業への集中度よりはかなり低い.

しかし,中･小型を含めた一貫企業への粗鋼生産集中度を見ると83.2%であり72), これは日

本,韓国,台湾よりもむしろ高い.つまり,中 ･小型を含む銑鋼一貫企業が支配的な企業類型

66)重点企業と地方企業については,『中国鋼鉄工業年鑑』1996年版,118-148頁に企業別の統計が掲載
されている.この段落の数値はこの統計による.

67)田島,前掲論文,110頁.近年,企業集団化によって変化しつつある.

68)r中国鋼鉄工業年鑑｣1996年版,79,114-148頁より計算.また,1996年9月に発表された李鵬首
相のステートメントは,22社が年産100万 トン以上の生産能力を持っていると述べている.｢中国鉄鋼

業の改革 ･発展に関する李鵬首相のステートメントについて｣『日本鉄鋼輸出組合月報』1996年12月号,

52頁.

69)首鋼と宝山を比較した松崎義 ｢技術革新｣(松崎編 『中国の電子 ･鉄鋼産業』法政大学出版局,1996

年)後編第1章,259-261頁を参照.

70)例えば首都鋼鉄公司の場合,李捷生 『中国国有大企業の経営と労使関係』東京大学大学院経済学研究

科博士 (経済学)論文,77-79頁によればその歴史は三つの時期に分けられる.第一期は単独高炉企業

の時代 (1919-1949年)であり,北洋軍閥支配時代,日本占領時代,国民政府支配時代を経過している.

第二期は半銑鋼一貫製鉄所の時代 (1950-1978年)である.一貫製鉄所ではあるが,製鉄能力が製鋼能

力より大きく,銑鉄のかなりの部分が他の製鋼企業に供給されていた.この時期は経過区経済の下で工

場が拡張された.第三期は銑鋼一貫製鉄所の時代 (1979年～現在)であり,経営請負制の下で生産工程

のバランスを整えてきた.製鉄所の様々な系譜については星野,前掲書,丸山伸郎 『中国の工業化と産

業技術進歩』アジア経済研究所, 1988年を参照.

71)『中国鋼鉄工業年鑑』1996年版, 79頁.

72)同上, 95-96,114-148頁より計算.
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となっているのである.前述の製鋼法比率の数値とあわせて考えれば,一貫製鉄所が転炉製鋼

か平炉製鋼を行い,製鋼圧延企業が電炉製鋼を行うのが,基本的なパターンだと推測される.

次にフルライン生産および薄板類の位置づけであるが,巨大一貫企業が各種鋼材の生産に占

めるシェアを示す統計は入手できていない.そこで,比較的大規模な一貫企業が多い重点企業

と中･小規模の多い地方企業という分類で見ておこう.重点企業は,粗鋼年産300万 トン以上

の6杜すべてと,100万 トン以上の19社中12杜を含んでおり,粗鋼生産に占めるシェアは63.

3%である73).

重点企業,地方企業,系統外のそれぞれの品種別生産高とシェアをみたものが表ⅠⅠⅠ-13で

ある.まず,薄板類の生産は全体の18.9%に過ぎず,必ずしも生産の中心に据えられていな

いことに注意する必要がある.次にシェアを見ると,重点企業は,軌条が多くを占める鉄道用

鋼材,大形形鋼など大形の条鋼 ･形鋼類では圧倒的なシェアを占めており,薄板類でも78.3

%と高いシェアを占めている.ただし帯鋼では46.3%とやや低い.中屋信彦が 『武鋼年鑑

1994』から計算した表によれば,薄板の生産は前述の鞍鋼,宝鋼,武鋼と本渓鋼鉄公司に集中

しているようである74).なお,本鋼は連鋳機を装備していない75). 要するに,中国鉄鋼業では,

ごく一部の巨大企業のみが<高炉一転炉一連続鋳造機-ホット･ストリップ･ミルを中心とす

る多様な圧延機>という技術体系を装備して薄板類を生産しており,多数の企業は中 ･小型の

生産能力で,典型的には<高炉一平炉一造塊モールド･分塊圧延機一条鋼 ･形鋼を中心とする

圧延機>という技術体系の下で操業しているのである.

次に市場との関係である.中国鉄鋼業の場合,1995年現在でも生産能力の大半は国有企業

の下にあり,郷鎮企業等は粗鋼生産能力の8.5%を有するに過ぎない76). そしてかつては鋼材

流通の統一配分制が実施されており,企業が鋼材を必要とする場合はそれを上級の主管部門に

報告し,主管部門が全体のバランスをとってからそれを許可し製鉄所に通知し,製鉄所は当該

企業と話し合って契約する,という手続きが踏まれていた77). しかし,市場経済化の進む現在

では,こうした国家配分の対象数量は減少を続けており,1994年の計画では全生産予定量の1

6%にまで減ってきている.かわって,鋼材市場や鋼材卸売り公益市場での随時取引が増大 し

ており,また鉄鋼企業とユーザーの個別取引も行われている78).1995年の鋼材出荷量に占める

73)同上,95,114-127頁より計算.

74)中屋信彦 ｢中国鉄鋼業の国有企業改革と効率性｣『経済論究』(九州大学大学院)第94号,1996年3

月,430頁.

75)｢中国の主要製鉄所別生産設備の概要｣から判断.

76)『世界金属導報』1997年3月14日付.以下の引用も含めて,同誌の記事は日本鉄鋼輸出組合の抄訳
による.

77) F人民中国Jl1973年7月号の記載を,戸田弘元 F現代世界鉄鋼業論j文展堂,1984年,128頁から引

用.

78)日本鉄鋼輸出組合資料に基づく.
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表Ⅲ-13 中国の品種別 ･企業セクタ一別鋼材生産高 (1995年)

51

(万 トン)

品種別構 全国に占め 全国に占め 系統外生 全国に占め

全国計 成比(%) 重点企業 る比重(%) 地方企業 る比重(%) 産 る比重(%)

鉄道用鋼材 160.43 1.8 137.72 85.8 12.37 7.7 10.34 6.4

大形形鋼 118.11 1.3 111.57 94.5 6.54 5.5 0 0.0

中形形鋼 287.44 3.2 114.87 40.0 150.54 52.4 22.03 7.7

小形形鋼 2471.2 27.5 690.73 28.0 1102.06 44.6 678.42 27.5

特殊形鋼 638.72 7.1 399.52 62.6 160.09 25.1 79.11 12.4

鋳物形鋼 35.79 0.4 9.46 26.4 5.91 16.5 20.43 57.1

線材 1687.15 18.8 728.72 43.2 711.43 42.2 247 14.6

厚板 40.33 0.4 40.33 100.0 0 0.0 0 0.0

中板 962.62 10.7 664.34 69.0 294.81 30.6 3.47 0.4

薄板 1146.19 12.8 1056.4 92.2 46.58 4.1 43.21 3.8

珪素鋼板 74.54 0.8 51.67 69.3 9.62 12.9 13.22 17.7

帯鋼 476.66 5.3 220.78 46.3 100.93 21.2 154.95 32.5

薄板類計 1697.39 18.9 1328.85 78.3 157.13 9.3 211.38 12.5

継目無鋼管 327.01 3.6 214.81 65.7 61.4 18.8 50.81 15.5

溶接鋼管 495.77 5.5 55.6 11.2 74.4 15.0 365.77 73.8

サーキュラー.ピース 1.36 0.0 1.3 95.6 0.06 4.4 0 0.0

鍛造品 10.08 0.1 5.58 55.4 0.94 9.3 4.4 43.7

その他 35.62 0.4 2.73 7.7 0.85 2.4 32.05 90.0

汁 8979.8 100.0 4511.97 50.2 2738.61 30.5 1729.21 19.3

出所 :F中国鋼鉄工業年鑑｣1996年版,96-97頁.

市場販売(Self-salebyenterprise)の割合は,重点企業で91.0%,地方企業で93.5%にのぼっ

ている79).実状はなお詳しい調査を要するとしても,中国の鉄鋼企業とユーザーとの関係を,

市場の問題として資本主義諸国と比較することが可能になったと言ってよいだろう.

さて,ここで重要なことは,市場における薄板類の比重がグループト1とは異なっている

ことである.品種毎の消費パターンを示す細かい統計は入手できていないが,日本鉄鋼輸出組

合の推定によれば,厚中板を含む鋼板類でも全体の32%に過ぎない.また中国国家統計局の

データを利用した夏秋晶-の推計では,薄板類 ･高級薄板類が21.5%,鋼板類が31.6%であ

る80). さらに部門別鋼材消費パターンをみると,薄板類に限ったものは不明であるが,全品種

についての推計が表ⅠⅠⅠ-8である.建設業の比重が63%と大きく,台湾,韓国よりも製造業

の比重が小さいことが特徴的である.また製造業の内部では,自動車 ･造船の比重が小さく,

電機 ･産業機械の比重が大きい.機械工業も,鉄鋼業と同様に計画経済下で育成されたため,

構造的には問題を抱えながらも量的には大きく,これが鋼材需要に反映されていると考えられ

79) 『中国鋼鉄工業年鑑』1996年版,176頁より計算.

80) 『世界主要国鉄鋼-ンドブック 第6版』日本鉄鋼輸出組合,1997年,7頁,麦秋晶- ｢東アジア地

域の鉄鋼市場｣(『東南アジアの発展と鉄鋼業 第34回白石記念講座』日本鉄鋼協会,1997年)77頁.
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る.全体としては,中国では,鉄鋼企業と大量消費向け産業との結合関係が鋼材市場を大きく

左右するには至っていないのである.

しかも,工業の発展に対応して生じている高級鋼材の需要に対して,一部,技術的に製造で

きない,あるいは規格上の対応ができないなどの問題が生じている.例えば,自動車用鋼材で

は,タイヤコードに用いられる0.25ミリメートル以下の高炭素線材製品や,アルミめっき鋼

板は生産不可能である81).また自動車用鋼板の品質上の問題や,外国から導入した車種に必要

な鋼材の規格がないといった問題も生じている82). 油井管については,宝鋼以外の製品は市場

ニーズに対応できず,肉厚が不均一であったり,ひび割れや亀裂が生じるなど,品質や耐久性

の面で多くの問題を抱えている83).

以上,要するに,中国においては,銑鋼一貫企業による大量生産システムの確立,大量消費

との連動は,グループト1の鉄鋼業に比べて,相当に制約されたものだと言わねばならない

のである.

(2) 電炉製鋼と小高炉

中国では,電炉数が多い割には電炉製鋼比率は19.0%と, グループト1の3国を大きく下

回っている. 粗鋼生産においても鋼材生産においても製鋼圧延企業の果たす役割は大きくな

く,汎用の条鋼 ･形鋼類の生産についてもかなりの部分を中 ･小型の銑鋼一貫企業が担当して

いるものと推定できる.

むしろ注目すべきは,前述した多数の小高炉の存在である.小高炉の一部は銑鋼一貫企業に

保有されているが,多くは,高炉のみを保有する単純製鉄企業の下にある.これら企業の実態

については不明な点が多いが,川原業三,児玉光弘のレポー トがその一端を伝えてくれてい

る84).児玉が利用した 『中国鋼鉄統計』によれば,山西省には100立方メートル未満の小高炉

が1582基存在している.全国にある2889基の54.8%が集中している勘定であり,これは石炭,

鉄鉱石の産地であることによる.小高炉は,土法製鉄ではなく実際に小型の高炉であるが,操

業技術の水準は高くない.経営形態は郷鎮企業や個人企業であり,製品は型鉄として上海方面

の機械メーカーや製鋼所に売られている.

ここで注目すべきは,これら小高炉の基数が年によって大きく変動していることである.高

炉全体の基数は,1985年に516基,93年に1502基,94年に4567基,95年に3227基と推移

しているが,変動の主要な要因は小高炉である㈲.休止中の炉をどう勘定しているか不明であ

81) F人民日報 (海外版)｣1997年3月31日付,F物資報J1997年3月28日付, いずれも日本鉄鋼輸出
組合の抄訳による.

82) 『中国物資貿易信息』1996年7月19日付,日本鉄鋼輸出組合の抄訳による.

83) 『冶金報』1997年 11月10日付,以下,同誌からの引用は日本鉄鋼輸出組合の訳出による.

84)この段落の叙述は,川原業三 ｢山西の高炉たち｣F鉄鋼界J1996年4月号,児玉光弘 ｢中国山西省の
小型高炉群｣『鉄鋼界』1997年7･8月号,による.
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るが,小高炉は工期が3-4カ月で,実際に多数建設されては廃止されるようである吋. きわ

めて柔軟だが不安定な供給体制と言えるだろう.

さて,小高炉は,一見すると欧米の ｢鉄の時代｣に対応した,あるいは大躍進期や文化大革

命期の政策の遺産としての旧技術のようである87). 実際,技術の系譜は連続している可能性が

あろう.しかし,その基数が減少する一方でなく,むしろ1980年代以降に爆発的に増えてい

ること,児玉の観察事例では型銑が上海へ出荷されていたことを踏まえると,｢改革 ･開放｣

後の市場構造にそれなりに対応した,いわゆるニッチ企業的な存在ではないかと思われるので

ある.ただ,これ以上の分析はいまのところ筆者の能力を越えるので,問題提起にとどめる.

(3)中国の鉄鋼貿易

1995年の中国の鋼材輸出は1019万 トン,鋼材輸入は1452万5000トンである (表ⅠⅠⅠ-14,

表ⅠⅠⅠ-15).推定輸出比率は13.2%,推定輸入依存度は17.8%である (表ⅠⅠⅠ-3).最近10年

間で見ると,輸出は89年に100万 トンを突破し,95年に前年の4.75倍に急増したものである.

輸入は86年に2018万6000トンであり,いったん400万 トン弱にまで減少 した後,93年に

3626万 トンへと増加,その後若干減少したものである88).

製品別に見ると,まず輸出では,何よりも鋼材とは別に,銑鉄が543万3000トンと大量に

輸出されていることが特筆される.次に,鋼材の中では鋼塊 ･半製品が458万7000トンと,

全体の45.0%という大きな比重を占めている.つまり,製品以前の段階で1000万 トン以上の

輸出をおこなっているわけである.これは,圧延能力が絶対的に不足しているためではなく,

すぐ後で述べるように競争上の問題である.相対的に品質 ･納期を厳しく問われない銑鉄 ･鋼

塊 ･半製品段階での価格競争力があるため,輸出がおこなわれていると推測される.これら半

製品に次いで多いのが,熱延鋼帯 (ホット･コイル),厚中板 ･熱延薄板 (大部分は厚中板)

である.重点企業を中心に,薄板類の中では加工度の低い量産品であるホット･コイルが相対

的に競争力を持っていると推測できる89).一方,輸入は条鋼 ･形鋼類が全体で36.7%と,日本

や韓国よりは大きな比重を占めている.次いで,冷延鋼板類 17.9%,熱延鋼帯 13.3%となっ

ている.汎用鋼材の輸入も高級鋼材の輸入もともに多いが,それぞれに別個の理由がある.

汎用鋼材の圧延能力は絶対的には不足しておらず,1995年の圧延部門設備稼働率は62%と,

85)過去の高炉基数は, 『中国鉄鋼工業年鑑』1989年版, 207頁,1994年版,88頁,1995年版, 114頁に
よる.

86)児玉,前掲論文, 23頁.

87)｢鉄の時代｣と ｢鋼の時代｣は,ベッセマ一による溶鋼の大量生産法の発明によって区切られる.中

沢護人 『鋼の時代』岩波新書, 1964年,を参照.

88) 『世界主要国鉄鋼-ンドブック 第6版』7頁を参照.

89) 『世界金属導報』1997年3月14日付.



蓑Ⅲ-14 中国の鉄鍋輸出 (1995年)

(1,000トン)

中近東 EU15 北米 その他 合計 構成比(%)日本 韓国 台湾 香港 その他アジア アジア計インドマレ- フイリシンガぺけム.ネシア シア タイ ピン ボールミャンマーアセアン7カ国計

スフ~ 鋼塊 .半製品 4631,3041,352 141 29 613 151 45 341,013 401 104,543 02 35 74,587 45.0条鋼類 140 231 16 38 87 170 16 138 93 543 260 671,258 15 5 11 141,303 12.8

ン 厚中板 .熱延薄板 305 161 9 34 107 146 50 52 1 390 55 20 940 17 255 165 201,398 13.7

レス香除く全鍋 熱延鋼帯 330 750 1 63 78 145 24 15 8 333 55 ll1,479 5 230 12 11,727 17.0

冷延鋼板類 21 20 6 33 75 128 29 4 7 277 64 1 390 6 40 46 22 504 4.9

ブリキ.ティンフリー 04 002 01 2 16 ll 022 001 023 0.2

電磁鋼板その他表面処理鋼板(含亜鉛めっき鋼板)その他鋼帯 0000000000001 1 00001 0.0
2 01 013 14 2 8 2 39 26 69 1036 17 123 1.2

_種 000000000000000000 0.0
鋼管 (全鋼種) 3 38 11 22 5 8 13 30 4 83 44 22 202 2 4 41 25 273 2.7

ステンレス (鋼管を除く全品種) 1 27 1 1 000001 9 039 01 0040 0.4
合わせ鋼材 .ワイヤー (全卿垂) 8 8 6 10 11 17 3 17 6 64 39 6 131 41 8 18 12 209 2.1

鋼材計 1,2722,5451,403 343 4091,242 289 310 1572,750 965 1399,074 87 545 366 1190,190100.0

構成比 (%) 12.5 25.0 13.8 3.4 4.0 12.2 2.8 3.0 1.5 27.0 9.5 1.4 89.0 0.9 5.3 3.6 1.2100.0

*は四捨五入すると1に満たないもの.

原資料:中国税関総署

出所:｢1995年の中国の鉄鋼需給｣r日本鉄鋼輸出組合月報｣1996年7･8月号.10頁,および日本鉄鋼輸出組合資料より作成｡
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表Ⅲ-15 中国の鉄鋼輸入 (1995年)

(1,000トン)

その他EU.西 ウクラ 旧ソ連. 合計 構成比

その他 アジア

日本 韓国 北朝鮮 台湾 香港 アジア 計 中近東 欧 ロシア イナ 東欧 北米 中南米 その他 (%)

スフ~ 鋼塊 .半製品 10 72 9 2 038 131 53 1 390 43 16 2 00637 4.4条鋼類 615 249 4 83 38 2031,192 31 4812,346 911 241 66 47 215,336 36.7

ン 厚中板 .熱延薄板 314 69 27 3 1 6 420 0 28 65 10 6 4 33 1 566 3.9

レス杏除 熱延鋼帯 1,080 353 4 58 5 51,505 0 16 150 37 44 70 87 281,935 13.3

冷延鋼板類 1,506 413 0193 23 412,177 045 87 24 241 12 4 72,597 17.9
ブリキ.ティンフリー 285 47 025 4 3 364 021 94 5 56 33 8 20 602 4.1

く全鍋 電磁鋼板その他表面処理鋼板(含亜鉛めっき鋼板)その他鋼帯 193 20 0 16 1 7 237 010 40 0 0 4 0 0291 2.07.50.1689 50 0 69 10 27 846 017 111 03 48 38 231,08518種 11 002 1 2 16 02 000000
鋼管 (全鋼種) 409 28 088 7 43 576 0189 4 08 52 72 1 901 6.2
ステンレス (鋼管を除 く全品種) 186 56 030 7 3 282 022 0006 01 311 2.1
合わせ鋼材 .ワイヤー (全鋼種) 79 19 049 6 21 173 021 10 25 05 8 2 246 1.7
鋼材計 5,3781,376 45 619 103 3997,919 85 8533,2971,055 614 301 297 10414,525100.0

構成比 (%) 37.0 9.5 0.3 4.3 0.7 2.7 54.5 0.6 5.9 22.7 7.3 4.2 2.1 2.0 0.7100.0

*は四捨五入すると1に満たないもの｡

原資料 :中国税関総署

出所 :｢1995年の中国の鉄鋼需給｣F日本鉄鋼輸出組合月報』1996年7･8月号,6,7頁,および日本鉄鋼輸出組合資料より作成｡
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むしろ形鋼などの過剰能力が問題になっている90).旧式の圧延工程しかもたず,製品競争力を

持たない企業が多いことが輸入の根本原因であるが,これを加速する条件も存在している.①

まず三資企業の鋼材調達について,輸入鋼材にのみ減免税等の優遇装置があるため,国内製鋼

材が不利になっており,②その上,この優遇措置を受けて購入した鋼材は,自家使用されねば

ならないにもかかわらず,一部転売されている.③さらに,過剰生産能力を抱えた旧ソ連から

の安値輸入がおこなわれているのである91).

一方,高級薄板類やステンレスは,輸入に占める比重は大きくないものの,生産能力の不足

によって輸入依存度が高くなっていると推定できる.ブリキ,亜鉛めっき鋼板,冷延電気鋼板

については,95年の需要の半分以上が輸入によってまかなわれたことが報じられている92).

仕向先 ･供給元別に見ると,輸出先は単独では韓国がもっとも多く,25.0%を占めているが,

アセアン7カ国を合計すると27.0%である.続いて台湾 13.8%, 日本 12.5%となっている.

アジア合計では89.0%と輸出市場の要をなしている.輸入元は日本が最大の37.0%を占め,

ロシアが22.7%でこれに次いでいる.アジア合計は54.5%であり,輸入鋼材の調達先はアジ

アに限られていない.全体としての製品の流れはかなり明白であり,日本に対して輸入超過,

それ以外のアジアに対して輸出超過,ロシアに対して輸入超過である.

品種と仕向先 ･供給元をクロスさせた場合の特徴を列挙すると,第-に,日本,台湾に対し

ては鉄源 ･半製品の供給者という位置にある.銑鉄,鋼塊 ･半製品が出超である一方,その他

の鋼材はすべて入超である.第二に,韓国に対しては,厚中板 ･熱延薄板と熱延鋼帯が出超で

あり,若干の競合が生じている.第三に,アセアン諸国に対しては,半製品 ･製品の供給者と

なっている.第四に,ロシアを中心に旧ソ連 ･東欧から大量の条鋼 ･形鋼類と一部薄板類が疏

入している.これは能力不足によるものではなく,供給元の諸国でも生産過剰の汎用品が安値

で流入しているものである.中国でも反ダンピング･反補助金条例が97年3月に公布された

が,96年にいっそう増大したロシアからの鋼材輸入に歯止めをかけることも狙いの一つであ

るS).

以上の内容は,中国の特異な設備構成を反映している.全体としての量的供給能力は大きい

が,高級鋼材の圧延能力は不足している.そして,銑鉄,鋼塊 ･半製品と汎用品の一部のみが

競争力を持っているのである.

90)同上.

91) 『冶金報』1997年4月8日付,『供給と価格』1997年2月3日付,『国際経貿消息』1996年10月6日

付,日本鉄鋼輸出組合訳,丸山 ｢中国の新産業政策と対外開放政策の調整｣(北林かよ子編 『東アジア

の産業構造高度化と日本産業Jアジア経済研究所,1997年)59-63頁などを参照.

92) 『世界金属導報』1996年 11月22日付.

93) 『冶金報』1997年4月8日付.
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(4)小括

中国鉄鋼業においては,一貫企業が,全体として中･小型の生産能力で<高炉一平炉一造塊

モールド･分塊圧延機一条鋼 ･形鋼を中心とする圧延機>という技術体系をとっている場合が

多く,大量生産システムの確立,大量消費との連動は,グループⅠ-1の諸国に比べて,相当

に制約されたものである.条鋼 ･形鋼類の生産も一貫企業が担っているが,それが特に効率的

だというわけではない.このため,一方では高級鋼材が不足し,他方では外国製の安値の汎用

鋼材との競合が強まって,輸入を招いているのである.一方で品質 ･納期を厳しく問われない

分野では輸出がおこなわれており,一部の鋼板煩も伸びてはいるが,全体としては銑鉄,鋼塊･

半製品が中心である.

しかし,質的に問題がありながらも,量的に膨大な生産能力を有していることは,中国鉄鋼

業が東アジア市場に対して,常に何らかの形で影響を与えざるを得ないことを意味している.

現在のところ,それは東アジア全域で増大している鉄源と半製品の需要に,スポット的に対応

するという形であらわれている.ただし,特に各企業が輸出をめざした生産体制を整えようと

しているわけではない.むしろ,一国内や地域内での分業を前提とした計画経済下の体制が,

世界経済と連動した市場経済化によって大きく揺さぶられる中で,一時的に銑鉄 ･半製品の外

販 ･輸出が合理的とされる局面が出現したに過ぎないのである. したがって,銑鉄,鋼塊 ･半

製品の輸出についても,今後どのように変化するかは不確実であり,安定した供給源とは言え

ないことに注意すべきであろう.

なお,1996年から2000年までを期間とする第9次五力年計画は,粗鋼生産予測を年率2.2

%の伸びに抑えており,量的成長からの転換を図っている叫.この五力年計画とそれを受けた

中国政府の方針は,製品面では品質向上と品種構成の調整に主眼を置くもので,大手 ･中規模

企業に高品質の鋼管,鋼板の量産を求めている.設備面では一貫製鉄所建設プロジェクトの多

くを凍結した模様であり,現有企業の設備改良 ･能力拡大を重点に置いている.具体的には,

小型高炉,小型転炉を減らすこと,2000年までに平炉を基本的に廃止すること,連鋳比率の

引き上げ,鋼板,鋼管製造部門への2次精錬設備の導入といった方針が打ち出されている.中

国鉄鋼業では,特異な構成を持っ膨大な設備能力が,市場動向に対応して再編成される過程が

当分の間は続くであろう.

4 グループII:インドネシアーー還元鉄一貫企業による多品種量産

(1) KrakatauSteelにおける多品種量産

第Ⅱグループは,還元鉄一貫企業による量産システムが供給能力の中心を形成している国 ･

94)第9次五力年計画と政府方針については,日本鉄鋼連盟 ｢中国第9次五力年計画 (1996-2000年)と

鉄鋼業について｣1996年4月,｢中国鉄鋼業の改革 ･発展に関する李鵬首相のステートメントについて｣

を参照にした.
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地域であり,具体的にはインドネシアである.

表 Ⅲ-2,表 Ⅲ-3,表 Ⅲ-4によれば,遺元鉄一貫企業は,インドネシアとマレーシア, ミャ

ンマーに存在しており,うち,インドネシアとマレーシアは100万 トンを超す還元鉄生産能力

を有 して,実際に生産をおこなっている.にもかかわらず,グループⅡにインドネシアのみを

含める理由は二つある.第一に,インドネシアのP.T.KrakatauSteelがホット･ストリップ･

ミルを保有して薄板類の一貫生産をおこなっているのに対 し,マレーシアの還元鉄企業はこれ

をおこなっていないという違いである.第二に,インドネシアのKrakatauSteelは<直接還

元炉一電炉-連続鋳造機-ホット･ストリップ･ミルを含む多様な圧延機>という技術体系を

とる一貫製鉄所を有 しているが,マレーシアには一貫製鉄所 は存在 しないことである.

Amsteelは単純還元鉄製造所と製鋼圧延所を保有することで,またPerwajaSteelは還元製鉄

製鋼所と単純圧延所,製鋼圧延所の三カ所を保有することで,企業 レベルでは一貫企業となっ

ているが,事業所 レベルでは一貫生産をおこなっていない95). しかも,Amsteelは直接還元鉄

を外販した方がメリットが大きいとして,ほとんど輸出しており,製鋼圧延所の原料にはまわ

していないので,企業 レベルでも一貫生産をおこなっていないのである%).KrakatauSteelの

方が,生産の統合性ははるかに強力だと言える.

さて,インドネシアの還元鉄一貫企業の中心性を,第 Ⅰグループにならって,①生産設備の

規模と水準,②生産の集中,③フルライン生産と薄板類生産での中心的地位,④大量消費シス

テムとの結合の四つの面からみていこう.

まず設備規模であるが,KrakatauSteQl社Cilegon製鉄所は直接還元鉄 (DRI)製造段階で

は,旧型バッチプロセスのHYLI型直接還元炉100万 トン/年,連続プロセスのHYLⅢ型

直接還元炉135万 トン/年の還元鉄生産能力を備えている.国内で産出される天然ガスを還元

に使用している.製鋼段階では,電炉10基270万 トンの粗鋼生産能力を持 っている.鉄源の

うち67.8%をDRI,6.08%を社内発生スクラップでまかない,残りは市中スクラップ,輸入銑

鉄 ･スクラップなどを購入 して使用する97).設備1基あたりの規模は大型高炉や転炉に劣るも

のの,製鉄所としては中規模の一貫製鉄所に匹敵する生産能力を備えているのである.さらに,

スラブ用およびビレット用達鋳機,年産200万 トンの大型ホット･ストリップ ･ミルを保有 し

ており,これはインドネシアで唯一のホット･ストリップ･ミルである98).実際には,1995年

95) ｢アジア各国の現有鉄鋼生産設備一覧｣より判断.

96)日本鉄鋼協会生産技術部門電気炉部会 『韓国,台湾,ASEAN地区の電炉の現状』1997年3月,62

頁.

97)同上,68頁.

98)PTKrakalauSteelHoTnePage,http://www.ks.co.id/facilities/facilities.html,更新日不

明,1997年10月28日確認,｢アジア各国の現有鉄鋼生産設備一覧｣も参照.

99) ｢インドネシア鉄鋼業の概況と鉄鋼輸出入｣『日本鉄鋼輸出組合月報』1996年9月号,8,11頁.電
炉には還元鉄だけでなくスクラップも装入している.
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に170万9000トンの直接還元鉄,220万 トンの粗鋼を生産した錦,.

KrakatauSteelは高炉法による銑鋼一貫生産には及ばないが,規模においてこれに次 ぐ,

薄板類中心の量産システムを形成 していると言えるだろう.

次に生産の集中とフルライン化を見よう･KrakatauSteelは1995年のインドネシアにおけ

る粗鋼生産の53･3%を占めている･輸入を含む鋼材の総供給に対 しては,熱延薄板類の61%,

冷延薄板類の50%,線材の32%を占めている10'･この他,KrakatauSteelは,厚板,棒鋼,

形鋼も生産している･1980年代には,KrakatauSteelが鋼材を独占的に輸入するという保護 ･

育成政策がとられていたが,1993年までにほぼ撤廃されたため,現在では保護貿易によって

シェアが維持されているわけではない101).

1995年のインドネシアの最終鋼材見掛消費に占める薄板類の割合は33.1%であり, グルー

プI-1の諸国とほぼ同水準である102'.部門別の全鋼材消費パターンは表 Ⅲ-8のようだと推定

されている.製造業の比重は韓国,台湾より小さく,中国よりは大きい.自動車 ･家電の比重

は台湾とほぼ同じであるが,容器の比重が大きいという特徴がある.自動車 ･家電 ･容器産業

がある程度有力な薄板類ユーザーとなっていると推測できる.

KrakatauSteelが薄板類で大きなシェアを占めていることは薄板類ユーザーとの結びっさ

が強いことを意味している.ただし,KrakatauSteelのマーケティング ･ディレクターであ

るDjokoSbagyoのスピーチによれば畑),同社が大きなシェアを占めているのは,熱延薄板類

市場では鋼管向けの80%,建設向けの77%,冷延薄板類市場では鋼管向けの80%, ドラム缶

向けの87%,亜鉛めっき鋼板向けの57%である.逆に言えば,自動車向けや家電向けの薄板

類市場ではシェアが小さいと推測できるし,同じスピーチで,輸入冷延鋼板は主に自動車,ブ

リキ,亜鉛メッキ鋼板などの高級用途に向けられていると述べられている.これは,品質上の

問題が大きいと思われる.長谷川伸の調査によれば,国内には真空脱ガス処理をしていない薄

板を扱わない日系自動車メーカーがあり,KrakatauSteelには1994年まで真空脱ガス設備が

なかったために,このメーカーは薄板を輸入していた104).また野村俊郎の調査に対する自動車

用プレス部品の大手メーカーP.T.PamindoTigaTの回答によると, ドア,燃料 タンク,マ

フラー用の薄板はインドネシアでは生産されてお らず, 同社は日本製を使 っている.

100)同上,粗鋼シェアは同上と表Ⅲ-3より計算.

101)保護貿易政策の撤廃については,小黒啓一 ･小浜裕久 『インドネシア経済入門』 日本評論社,1995

年,第3,5章,｢主要国の鉄鋼関税率と輸入制限措置および輸出奨励策｣第11版,日本鉄鋼輸出組合,

8頁を参照.

102)SouthEastAsiaIronandSteelInstitute,SteelStatisticalYearbook1995,p.31より計算.

103)以下,このスピーチについては,｢インドネシア鉄鋼業の概況と鉄鋼輸出入｣2-7頁による.

104)長谷川伸 ｢インドネシア･クラカタウスティール製鉄所調査報告｣アメリカ資本主義研究会報告 レ

ジュメ,1995年8月2日,による.PTKrahatauSteelHoTnePage,http://www.ks.co.id/

ks/history.htmlによれば,真空脱ガス設備は1995年に完成したが,輸入代替が進んだかどうかは不
明である.
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KrakatauSteelの製品は,治具用の厚板,形鋼,パイプを使っているが,厚板は材質証明書

と実際の成分が異なっていたり,欠品が多くサイズがそろわなかったりする･また,形鋼はこ

れに加えて寸法が違うことがあり,P.T.PamindoTigaTで機械加工 しているとのことであ

る1肪'.鋼材品質の悪さがユーザーの生産システムを制約する一例である･

このように,薄板類でも高級なものは輸入に依存しており,KrakatauSteelと大量消費向

け製造業との結びっさは,その分だけ割り引いて評価する必要がある･今後は,国民車構想と

の関わりが注目されるところである.

(2) その他の企業類型

インドネシアでは,KrakatauSteel以外に,14杜の製鋼圧延企業と2杜の単純製鋼企業,

18社の単圧企業が存在する.棒鋼,形鋼,線材の圧延能力の過半は製鋼圧延企業と単圧企業

によって占められており,また製管能力はすべて単圧 (単純製管)企業によって保有されてい

る.KrakatauSteel以外で年産50万 トンを超える大型設備は,電炉,ビレット連鋳機, コー

ルド･ストリップ･ミル各1基が確認されるのみである1休).

(3)インドネシアの鉄鋼貿易

1995年のインドネシアの鋼材輸出は77万 1000トン,鋼材輸入は365万 7000トンである

(表 Ⅲ-16,表 Ⅲ-17).1990年代には,輸出･輸入ともおおむね拡大基調にある.表 Ⅲ-3によ

れば推定輸出比率は20.7%,推定輸入依存度は55.3%である.

ただし,インドネシアや,後述するグループⅢの諸国 ･地域では,半製品やホット･コイル

を輸入して圧延 ･加工するケースや,それをさらに再輸出するケースが少なくないことに注意

する必要がある.表 Ⅲ-3の脚注に記しているとおり,ここでは鋼材生産を国産粗鋼に由来す

るもののみとして取り扱っているので,輸入半製品 ･ホットコイルを圧延 ･加工した部分は,

輸入にのみ計上され,鋼材生産に計上されない. したがって,見掛消費については,熱間圧延

鋼材や最終鋼材をベースに計算した場合には生じてしまう二重計算を回避できており,その分

だけリアルな数値となっている.しかし,他方で輸入半製品 ･ホットコイルを圧延 ･加工 して

再輸出した場合には,輸出にのみ計上され,鋼材生産に計上されないため,輸出比率が実状に

そぐわなくなっている可能性がある.そこで東南アジア鉄鋼協会の統計項目にしたがい,最終

鋼材の生産と輸出をみたものが表 Ⅲ-18である.各国とも輸出比率が表 Ⅲ-3より小さくなっ

ており,インドネシアも13.6%となっている.七ちらの方が実態を反映しているであろう.

製品別に見ると,まず全品種について輸入超過であることが注目される.輸出をおこなって

105)野村俊郎 ｢インドネシアの自動車メーカーと部品 ･原材料調達｣『商経論叢』(鹿児島県立短期大学)
第47号,1997年5月,58-61頁.

106) ｢アジア各国の現有鉄鋼生産設備一覧｣より判断.



表Ⅱ-16 インドネシアの鉄鋼輸出 (1995年)

(1,000トン)

EU15 北米 その他 合計 構成比
マレー フイリ シンガ ミヤン その他 アジア

日本 韓国 台湾 中国 タイ シア ピン ボール マ- アジア 計 (%)

スチン 鋼塊.半製品 11 0* 004 05 03 23 0* * 23 3.0
条鋼類 6 16 3 016 12 9 6 1 22 91 * 03 94 12.2
厚中板 .熱延薄板 * 00001 0* 001 * 2 * 3 0.4

レス杏除く全鍋 熱延鋼帯 158 16 5 015 104 5 36 01 340 * 11 6 357 46.3

冷延鋼板類 2 009 2 1 3 8 017 42 * 57 4 103 13.4
ブリキ.ティンフリー 000* 000* *N.A. * 000* 0.0

電磁鋼板その他表面処理鋼板 (含亜鉛めっき鋼板)その他鋼帯 00000* 0* ON.A. *27 000*28 0.0
00010* 05 21 0 0* 1 3.6

種 00000 000000* 000 0.0
鋼管 (全鋼種) * * 0* * 80 * 30 0 2 112 * 3 * 115 14.9
ステンレス (鋼管を除く全品種) * * * * 05 0* 01 6 0* 06 0.8
合わせ鋼材.ワイヤー (全鋼種) 001 0018 023 0N.A. 41N.A. l l42 5.4
鋼材計 177 32 9 10 33 224 18 113 22 46 684 * 74 13 771100.0
構成比 (%) 23.0 4.2 1.2 1.3 4.3 29.1 2.3 14.7 2.9 6.0 88.7N.A. 9.6 1.7100.0

*は四捨五入すると1に満たないもの｡ただし,入手できる統計の都合上,*どうLを加えたものも*とした｡

N.A.の欄は,*か0であることは間違いないので,この棚を含む合計には影響しない｡

四捨五入した数値どうしの加減による若干の誤差があり得る｡

*を無視した加算による誤差が.｢合わせ鋼材 ･ワイヤー｣の項目にあらわれている可能性がある.

原資料 :インドネシア政府貿易統計｡

出所 :｢インドネシアの鉄鋼輸出入 (1995年)｣r日本鉄鋼輸出組合月報』1996年9月号,10貢より作成.
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表Ⅲ-17 インドネシアの鉄鍋輸入 (1995年)

(1,000トン)

オーストラリ 合計 構成比

マレー その他 アジア

日本 韓国 台湾 中国 シア アジア 計 EU15旧ソ連 東欧 北米 中南米 ア その他 (%)

スチン 鋼塊 .半製品 12 73 64 91 0123 363 61 520 39 108 134 138 251,388 38.0
条鋼類 89 75 50 36 1 30 281 51 38 18 1 17 25 33 465 12.7

厚中板 .熱延薄板 54 22 1 13 * 4 94 15 51 15 1 1 3 4 184 5.0

レス杏除く全鍋 熱延鋼帯 142 109 50 79 024 404 5 123 1 2 3 * * 538 14.7

冷延鋼板類 271 86 20 35 1 14 427 42 8 3 4 3 12 * 499 13.6
ブリキ.ティンフリー 45 7 * * 12 2 66 3 0* 12 13 11 * 104 2.8

電磁鋼板その他表面処理鋼板(含亜鉛めっき鋼板)その他鋼帯 28 1 2 004 35 1 *N.A. * 00036 1.0
37 18 * * * 3 58 3 001 * 18 * 80 2.2

種 4 0* 0004 * 00* 0* 1 6 0.2
鋼管 (全鋼頬) 79 12 4 21 * 14 130 14 * 3 20 24 2 1 193 5.3
ステンレス (鋼管を除 く全品種) 44 21 4 5 03 77 18 5 1 1 3 * 4 109 3.0
合わせ鋼材 .ワイヤー (全鋼種) 7 9 6 9 14 36 6 003 1 6 2 53 1.4
鋼材計 813 433 201 291 15 2211,974 218 745 80 153 199 216 723,657100.0

構成比 (%) 22.2 11.8 5.5 8.0 0.4 6.0 54.0 6.0 20.4 2.2 4.2 5.4 5.9 2.0100.0

*は四捨五入すると1に満たないもの.ただし.入手できる統計の都合上 *どうLを加えたものも*とした.

N.A.の欄は,*か0であることは間違いないので,この欄を含む合計には影響しない.

四捨五入した数値どうしの加減による若干の誤差があり得る.

*を無視した計算による誤差が ｢合わせ鋼材 ･ワイヤー｣にあらわれている可能性がある.

原資料 :インドネシア政府貿易統計.

出所 :｢インドネシアの鉄鋼輸出入 (1995年)｣r日本鉄鋼輸出組合月報｣1996年9月号,9頁より作成｡
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表Ⅲ-18 東アジア諸国･地域の最終鋼材生産と輸出

(1000トン)

最終鋼材 最終鋼材 輸出/生産

生産 輸出 (%)

日本

韓国

台湾

インドネシア

マ レーシア

タイ

フィリピン

93,579 21,207

38,641 8,557

17,357 2,892

5,190 706

4,409 761

5,610 635

2,263 78

シンガポール 758 999

ベ トナム 477

22.7
22.1

16.7

13.6

17.3

ll.3

3.4

131.8

0
最終鋼材生産･輸出は,外販用の鋼塊･半製品を含まない｡
出所:SouthEastAsiaIronandSteelInstitute,Steel
StatisticalYearbook1995,p.2,4.
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いる品種については,汎用品生産 と高級

品輸入という関係があると思われるが,

全体 としては生産能力不足による輸入 と

考えてよい.輸出では,熱延鋼帯 (ホッ

ト･コイル),鋼管,冷延鋼板類の順に多

い.輸出の大半はKrakatauSteelやその

川下工程を担当する子会社の製品とのこ

とであり,一定の競争力を備えているよ

うである10n.輸入については,鋼塊 ･半製

品が全体の38.0%と際だっており,次い

でホット･コイルが14.7%,冷延鋼板類 1

3.6%,条鋼 ･形鋼頬 12.7%となっている.

このほか,銑鉄が 106万 トン輸入 されて

いることが目につく.KrakatauSteelの量産システムが確立 しているにもかかわ らず, イン

ドネシア全体としては,特に製銑 ･製鋼工程の能力が不足気味だと言えるだろう.

仕向先 ･供給元別に見ると,輸出についてはマレーシアが全体の29.1%と最大であること

が注目される.日本が23.0%でこれに次いでいる.アジア合計では88.7%となり,主要市場

となっている.輸入については,日本が22.2%と最大であり,次いで旧ソ連が合計で20.4%,

韓国が11.8%となっている.アジア合計は54.0%であり,鋼材調達先は分散 している.全体

としては,銑鋼一貫生産をおこなっているグループⅠの諸国 ･地域に対 して輸入超過であり,

それ以外のアジアへは輸出超過,アジア以外に対 しては,旧ソ連を中心に輸入超過である.

品種と仕向先 ･供給元をクロスさせると,第-に,日本は,半製品と合わせ鋼材 ･ワイヤー

を除く全品種で最大の供給元となっている.第二に,日本,韓国,台湾に対 してはほとんどの

品種が輸入超過であるが,日本に対 してのホット･コイルだけは輸出超過である.第三に,マ

レーシアが銑鉄の最大の供給元である一方,最大の鋼材輸出先になっており,工程間の分業関

係が成立 している.第四に,旧ソ連が半製品とホット･コイルの有力な供給元になっている.

なお,詳細は省 くが,インド,ロシア,中国,ウクライナからのホット･コイル輸入などにつ

いて反ダンピング問題が生 じている.

(4) 小括

インドネシアは,アセアン諸国の中では最大の粗鋼生産国である (表 Ⅲ-3).1960年代か ら

80年代初頭にかけて,国営製鉄所による一貫生産の達成に努力 した国 ･地域は多いものの,

107) ｢インドネシア鉄鋼業の概況と鉄鋼業の輸出入｣11頁.
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インドネシアのように還元鉄一貫生産を,薄板類の量産システムを含めて実現している例は少

なく,その点ではユニークな存在である108).鋼材の輸入依存度も,次に見る,一貫生産が確立

していない諸国 ･地域に比べれば低く,アセアン内の鋼材貿易では製品供給者の役割を担って

いる.とはいえ,それでも鋼材供給の過半を輸入に依存し,半製品の輸入もまた大きいことを

考えると,全体としては鋼材供給能力が不足気味である. また,KrakatauSteelの製品の品

質も,競争上は見過ごせない問題である.生産能力規模の拡張という課題をなお抱えつつ,品

質やこれを支える生産プロセスをどう高度化するかという新たな課題にも直面していると言え

るだろう.

なお,96年7月に発表されたKrakatauSteelの拡張計画は,年間生産能力250万 トンの高

炉と年間生産能力130万 トンのHYL-Ⅲ直接還元炉の建設, さらにPOSCOとの合弁による

年間生産能力100万 トンの薄スラブ連鋳 ･コンパクト･ス トリップ ･ミルの建設を含んでい

る109). 実現すれば,インドネシア鉄鋼業ではグループⅠに準 じた多品種大量生産システムが整

うこととなるであろう.

5 グループⅢ:タイ,マレーシア,フィリピンなど- 一貫生産の末確立
(1) 条鋼 ･形鋼類の半一貫生産と鋼板類d)単純圧延

グループⅢには,1990年代半ばの時点で銑鋼一貫生産, もしくは還元鉄一貫生産が確立 し

ておらず,製鋼圧延企業や単純圧延企業によって鉄鋼生産をおこなっている諸国 ･地域が含ま

れる.さしあたり,粗鋼年間生産能力10万 トン以上の企業が存在することを基準 とすれば,

タイ,マレーシア,フィリピン,シンガポール,香港,ベ トナムが含まれる.

一貫企業が存在するはずのマレーシアとベトナムが含まれているのは,以下の理由による.

マレーシアには還元鉄一貫企業が2社存在するが,前節で述べた理由で一貫生産プロセスとみ

なす ことはで きない. また, かつて日本の技術協力 の成功例 とされたマ レーシアの

MalayawataSteelは高炉 ･転炉を停止 して電炉法による製鋼圧延企業となっている110). ベ ト

ナムには銑鋼一貫企業ThaiguenIronandSteelCrop.が存在するが,高炉の製鉄能力が製鋼

能力の27.1%しかない上に,その稼働率が16%ときわめて低く, さらに転炉がなく電炉製鋼

であることから,実質的な一貫体制に至っていないと判断される.また,ラオス,カンボジア

については粗鋼生産能力がなく, ミャンマーの2社も,ともに粗鋼年産5万 トン以下であるた

108)この時期の政策について北村 ｢ASEAN諸国における重化学工業化の展望と課題｣(北村鼠 前掲書,

所収)を参照.

109) ｢アジア各国の鉄鋼生産設備新規計画一覧｣鋼材倶楽部鉄鋼情報サービス室,1997年 5月, 日本鉄

鋼協会生産技術部門電気炉部会,前掲書,71頁.

110)MalayawataSteelへの技術移転については,米山喜久冶 『適正技術の開発と移転』文寅堂,1990

年に詳しい.高炉の停止は,日本鉄鋼輸出組合でのヒアリングと,KualaLumpurrStochExchange

WebSL'te,http://www.klse.com.my/lc/mwata.htm,updated:20September1997より判断.
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め,ここでは対象外としている (表 Ⅲ-2,表 Ⅲ-3,表 Ⅲ-4)111).

ただし,グループⅢの諸国 ･地域の中でも,生産 ･貿易のあり方は多様である.ここでは,

一貫生産の未確立という共通の特質を重視しつつ,多様性を踏まえた分析をおこなっていく.

まず,一貫生産が未確立であるため,鋼材生産を担う技術体系は,製鋼圧延企業の< (スク

ラップ,冷鉄,還元鉄)一電炉一連続鋳造機一条鋼 ･形鋼圧延機- (条鋼 ･形鋼類)>と,早

純圧延企業の< (半製品)一多様な圧延機- (多様な鋼材)>になる.実際,製鋼圧延企業

1社のみが存在する香港を除くと,両方の企業類型が各国に存在 している (表 Ⅲ-2).条鋼 ･

形鋼類は製鋼圧延企業を中心に生産されているが,薄スラブ連鋳機は設置されていないので,

鋼板類は半製品を輸入した上で単圧企業で生産するか,輸入に依存することになる.

したがって,条鋼 ･形鋼類の生産の流れと鋼板類の生産の流れはまったく分離 していること

になる.これを典型的に示すのが,フィリピン鉄鋼業の生産フローをあらわした図 Ⅲ-2であ

る.NationalSteelはフィリピン最大の製鋼圧延企業であるが,同一企業内でさえも条鋼 ･形

鋼類と鋼板類は分離した工程となっていることがわかる.

まず,電炉を起点とした条鋼 ･形鋼類の半一貫生産についてみると,電炉による粗鋼生産は,

もともと高炉 ･転炉に比べれば規模は小さいが,特にこのグループでは,マレーシア以外は小

規模の企業が多い.年間粗鋼生産能力が50万 トン以上の企業は,タイのSiamYamatoSteel,

マレーシアのAntaraSteelMills,PerwajaSteel,SouthernSteel,AmsteelMills, シンガ/

図 Ⅲ-2 フィリピン鉄鋼業の生産フロー

集鋼部門

注 :※201万t

鋼板部門

出所 :AlbertoM.Albano｢東南アジア各国の鉄鋼業(3)フィリピン｣r鉄鋼界｣1996年3月号,25貢.
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ポールのNatSteelの6社のみであり,うち100万 トン以上であるのは,PerwajaSteelのみ

である112).一国の生産の多くが巨大企業に集中される状況ではない.

次に鋼板類の単純圧延については,国 ･地域によって存在する工程が異なっており,表 Ⅲ-

19からこれを読みとることができる.ホット,コールドのストリップ ･ミル,厚板 ミル,ス

テンレス用のゼンジミアミルがそろっているのはタイだけであり,他の諸国 ･地域ではいずれ

かの,あるいはすべての鋼板 ミルが欠如しているのである.独特の産業構造を持っ香港を除け

ば,鋼板類の生産能力を持たないことが工業化の進展に制約をもたらすと考えられる.

しかし一方で,鋼板類,特に薄板類の圧延機は,条鋼 ･形鋼類の圧延機に比べて相対的に大

規模である. フィリピンのNationalSteelの第 2ホッ ト･ス トリップ ･ミル, タイの

SahaviriyaSteelのホット･ストリップ･ミル,97年に稼働 したばかりのThaiColdRolled

Steelのコール ド･ストリップ･ミルは,年間生産能力が100万 トンを超える大型 ミルであり,

各国で増大しつつある薄板類の需要に応えているのである113).

なお,国 ･地域別の相違に触れておけば,マレーシア鉄鋼業は,かつての国営企業主導の工

業化政策の遺産として還元鉄生産工程や条鋼向けの製鋼工程が比較的発達しているが,薄板の

熱延工程を欠いている.これに対して,タイ鉄鋼業は薄板類の圧延工程が,特に近年の機械工

業の急成長に対応する形で発達しており,それだけに,製鋼工程 ･スラブ連鋳能力の欠如が際

表Ⅲ119 -貢生産が未確立な諸国 ･地域鉄鋼業の企業類型別 ･工程別生産能力

(1,000トン)

条鋼 .鋼管類 鋼板類

製鋼圧延企業 単純圧延企業 製鋼圧延企業 単純圧延企業

線材一棒 線材.樹弓. ホ.yト.コールド.ホット.コールド.鍋.形鋼 ストリツストリツストリツストリツゼンジミ

電炉 ミル 製管機 形鋼ミル 製管機 プ.ミル プ.ミル プ.ミル プ.ミル ア.ミル 厚板ミル

タイ 2,900(21)4,000(21) 30(2) 50(1) 310(14) × ×2,000(1) 1,000(1) 60(l) 400(1)
マレーシア 3,720(ll)3,830(16) ×620+α(7)560+α(18) × × × 590(4) × 600(2)

フィリピン 810+α(10)760+α(8) × 680(10) 190(15) 上700(2) 850(2) × × × ×

シンガポ-ル 650(3) 上000(3) × 10(1)50+α(3) × × × × × ×

香港 360(2) 400(1) × × × × × × × × ×

数値は生産能力で,括弧内は設備基数.

表Ⅲ-4ではマレーシアの粗鋼生産能力が388万トンとなっているが,これは停止した転炉を含んでいたので372万トンに訂正する.
×は設備がないことをあらわす.

フィリピンのホット,コールドのストリップ･ミルは,自社製の粗鋼･スラブを使用しないので,鋼板,熟こ関しては事実上単純圧延である.

出所 :｢アジア各国の現有鉄鋼生産設備一覧｣に,1997年6月に営業生産を開始したThaiColdRolledSteelの冷延能力を加えた.

111) ｢アジア各国の現有鉄鋼生産設備一覧｣でも確認.なお,グループⅠ,Ⅱ,Ⅲのいずれにも含まれ

ない有力な鉄鋼生産者として北朝鮮の鉄鋼業があげられる. しかし,資料を発見できなかったため対象

外とした.

112) ｢アジア各国の現有鉄鋼生産設備一覧｣,｢アジア各国の鉄鋼生産設備新規計画一覧｣から判断.

113)同上.
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だっているのである.

次に市場との関係であるが,統計を発見できない香港を除く各国 ･地域の最終鋼材見掛消費

を品種別構成比でみたものが表 Ⅲ-20である.タイ,マレーシア,フィリピンで,薄板類の比

重が40%以上と,日本を上回っていることが目につく.これらの諸国では,薄板類を使用す

る産業の,特に組立工場が数多く立地しており,タイ,マレーシアでは家電と自動車,フィリ

ピンでは家電と食缶製造の各産業が,薄板類の需要を生み出していると考えられる.薄板類に

限った需要部門の統計は発見できないが,全品種に関する表 Ⅲ-8の推定値 もこの推測を補強

するだろう.これらの諸国では,薄板類を大量に使用する大量消費向け諸産業が発達 しつつあ

る. しかし,それに応じる大量生産システムは未確立であり,次に見るように輸入の増大を招

いているのである.

他方,薄板類の需要が大きくないシンガポール,香港,ベトナムではこのような関係は見ら

れない.ベトナムの場合は機械工業が全般的に未発達だからであるが,シンガポール,香港の

場合は,経済発展の方向性そのものが薄板需要を誘発しにくいとみるべきだろう.シンガポー

ル,香港のようなタイプは,一国の経済発展 ･工業化と鉄鋼業の発達の関係を固定的にとらえ

てはならないことを示唆している.

(2) タイの鉄鋼貿易

グループⅢの諸国 ･地域の貿易は,生産プロセス･企業類型と連動した構造をとるタイ,フィ

リピン,マレーシア,ベトナムと,中継ぎ貿易が大きな比重を占めるシンガポール,香港の二

つのタイプに分けられる.後者は輸出が生産を上回り,輸入が国内需要を上回っている (義

Ⅲ-3).このタイプの分析は,鉄鋼業論の範囲を越えたグローバルな産業構造や,貿易に独自

の問題に立ち入らねばならないので,ここでは前者のみをとりあげる.

典型的な事例として,タイの鉄鋼貿易をとりあげる.1995年のタイの鋼材輸出は65万4000

トン,鋼材輸入は1060万4000トンである (表 Ⅲ-21,表 Ⅲ-22).1980-90年代にかけて輸入

表Ⅲ-20 東南アジア6カ国最終鋼材見掛消費の品種別構成比 (1995年)

(%)

インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タイ ベトナム (参考)日本

条鋼.形鋼頬計 48.3 44.0 49.3 56.9 33.6 80.9 45.9

鋼板類計 42.3 48.0 46.7 33.6 54.5 17.1 46.0

うち厚板 9.2 7.4 5.1 12.7 7.0 5.1 ll.5

うち薄板類 33.1 40.6 41.6 20.8 47.6 12.0 34.5

鋼管 9.4 8.0 4.0 9.5 ll.8 2.0 8.1

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

薄板類数量のみ単位はトン.

出所 :SEAISI,SteelStatistL'calYearbook1995より作成.
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は増加傾向にある.表 Ⅲ-3の基準では輸出比率は33.9%,輸入依存度は89.3%である. しか

し,輸出比率に関しては,インドネシアと同様の理由で最終鋼材を基準とすべきであり,義

Ⅲ-18が示す11.3%が妥当であろう.マレーシア,フィリピン,ベ トナムも,輸入依存度が5

割を超えているなど同様の傾向を示すが,マレーシアは最終鋼材の輸出比率が17.3%とイン

ドネシアや台湾を上回る程度に高い.

製品別に見ると,まずほとんどの品種が輸入超過である.条鋼 ･形鋼類を棒鋼,線材などの

品種別に見てもすべて輸入超過であり,輸出超過なのは鋼管,より具体的には溶鍛接鋼管だけ

である.輸出は鋼管,熱延鋼帯,形鋼の順に多い.輸入品種で最大の比重を占めるのは鋼塊 ･

半製品であり,全体の32.3%にもなる.続いて熱延鋼帯 (ホット･コイル)が17.6%,冷延

鋼板類が17.5%となっている.製鋼能力と薄板類の圧延能力の不足がはっきりとうかがえる.

しかしながら,次第に能力不足ゆえの輸入に加え,競争の結果としての輸入という性格を持ち

つつあることもまた,いくつかの事実から推定できる.統一的な統計整備や実態調査を経なけ

れば正確なことは断定しにくいのであるが,各品種の生産高と各社圧延能力推定値の総和から

稼働率を試算すると,棒鋼が80.8%であるのに対して形鋼が41.1%,線材が36.7%と著 しく

低い.同様の現象はマレーシア,フィリピンのいくつかの品種でも見られる114). 一部には,節

規設備の立ち上げに伴う一時的な低迷もあろうが,操業技術水準の低さや,価格 ･品質面での

競争の結果としての稼働率の低迷もあるとみてよい.タイではロシア,ウクライナからのホッ

ト･コイル,ポーランドからのど-ム鋼,韓国からの構造用鋼など,多くの品種 ･仕向先につ

いて反ダンピング問題が起こっており115),97年秋には輸入関税の引き上げ方針が出されるな

ど国内企業保護 ･輸入抑制へ向かう動きがある.こうした動き自体が,鋼材輸入が,すでに絶

対的な能力不足の結果でなく,競争の問題であることを示唆している.

マレーシア,フィリピンも,溶鍛接鋼管以外すべて輸入超過という点は,まったく同様であ

る116).ただしマレーシアは,鋼材には含まれない直接還元鉄については輸出超過である.上位

の輸入品種についても,タイと類似の傾向がみられるが,鋼塊 ･半製品が輸入全体に占める割

合がフィリピンは61.9%とタイを上回るのに対し,マレーシアは10.4%にとどまっている.

鋼材需要の急伸に対して粗鋼 ･半製品供給能力が立ち後れる関係は,タイ,フィリピンで特に

顕著だということができる.

仕向先 ･供給元別に見ると,輸出先では,シンガポール向けが全体の20.8%と最大である.

アジア合計では68.7%とグループⅠ,Ⅱより小さいが,輸出全体の規模が小さいのでさほど

意味を持たない.輸入の供給元では,ロシアが最大で31.1%を占め,次いで日本が24.3%,

114)同上 およびSEAISI,op.cit.,から判断.

115)MetalBulletin,March6,1997,日本鉄鋼輸出組合の訳出による.

116)以下,マレーシア,フィリピン,ベトナムの貿易データは,SEAISI,op.cit., ｢マレーシア鉄鋼
業の現状と見通 し｣r日本鉄鋼輸出組合月報』1996年10月号,『世界主要国鉄鋼-ンドブック』による.



表Ⅲ-21 タイの鉄鋼輸出 (1995年)

(1,000トン)

旧ソ連. 合計 構成比

その他マレー シンガ のアジ アジア

日本 韓国 台湾 中国 シア ポール 香港 ア 計 中近東 EU15東欧 北米 その他 (%)

スチン 鋼塊 .半製品 00000* ON.A. * 0* 000* 0.0

条鋼類 * 12 * * 1 107 * 35 155 13 * * 1 * 168 25.7
厚中板 .熱延薄板 * 00* 2 5 1 2 10 0 0 00010 1.5

レス杏除 熱延鋼帯 * 2 34 * 32 2 1 31 102 * 45 11 * * 157 24.0

冷延鋼板頬 0* 0* 0* 1 2 3 000003 0.5
ブリキ.ティンフリー 10* 00* ON.A. 1 000* * 10.2

く全鍋 電磁鋼板その他表面処理鋼板(含亜鉛めっき鋼板)その他鋼帯 * 000000N.A. *12 000000 0.0
* 0* * 1 1 010 0* 001 13 2.0

種 * 00* * * * 1 1 00000 1 0.2

鋼管 (全鋼種) 26 1 3 38 * 15 24 34 141 21 21 * 78 13 272 41.6
ステンレス (鋼管を除 く全品種) * * * * 1 2 7 6 16 * * 01 * 18 2.8
合わせ鋼材 .ワイヤー (全鋼種) 2 01 1 04 1 1 10 0 0 01 1 ll 1.7
鋼材計 30 15 39 39 37 136 36 117 449 34 65 11 80 15 654100.0

構成比 (%) 4.6 2.3 6.0 6.0 5.7 20.8 5.5 17.9 68.7 5.2 9.9 1.7 12.2 2.3100.0

*は四捨五入すると1に満たないもの.ただし,入手できる統計の都合上,*どうLを加えたものも*とした.

N.A.の欄は,*か0であることは間違いないので,この欄を含む合計には影響しない.

四捨五入した数値どうしの加減による若干の誤差があり得る.

*を無祝した計算による誤差が ｢合わせ鋼材 ･ワイヤー｣にあらわれている可能性がある.

原資料 :タイEg通関統計.

出所 :｢タイ鉄鋼業の概況と鉄鋼輸出入｣『日本鉄鋼業輸出組合月報』1996年7･8月号,21貢より作成.
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表Ⅲ-22 タイの鉄鋼輸入 (1995年)

(1,000トン)

ロシア プラジ以外の ル以外 合計 構成比

その他 アジアのアジ 旧ソ連. プラジ の中南

日本 韓国 台湾 中国 ア 計 EU15 ロシア東欧 北米 ル 米 その他 (% )

スチン 鋼塊 .半製品 15 0* 583 83 681 42 1738 118 26 248 45 530 3428 32.3厚中板 .熱延薄板 78 38 2 93 7 218 28 347 23 13 61 3 6 699 6.6

レ 熱延鋼帯 447 142 49 130 21 789 2 610 94 54 244 25 52 1871 17.6

ス杏除く全鍋種 冷延鋼板類 1096 150 49 153 5 1453 14 255 18 15 28 64 4 1852 17.5

ブリキ.ティンフリー 10 6 * *N.A. 16 1 003 003 24 0.2

電磁鋼板その他表面処理鋼板(含亜鉛めっき鋼板)その他鋼帯 121 1 * 00122 7 * * 000* 129 1.2269 59 5 13 34 1 001 3496 14 22 2 1 010 63 * * * * * * 4039 3.80.1
鋼管 (全鋼種) 98 18 6 8 38 168 39 * 1 29 1 6 2 246 2.3

ステンレス (鋼管を除く全品種) 106 8 6 * 3 123 62 * * 1 1 0* 187 1.8
合わせ鋼材 .ワイヤー (全鋼種) 13 10 31 12 2 68 6 000N.A. 1 074 0.7
鋼材計 2576 517 240 1175 283 4791 384 3319 434 165 625 176 71010604100.0

構成比 (%) 24.3 4.9 2.3 11.1 2.7 45.2 3.6 31.3 4.l l.6 5.9 1.7 6.7100.0

*は四捨五入すると1に満たないもの.ただし,入手できる統計の都合上, *どうLを加えたものも*とした.

N.A.の欄は,*か0であることは間違いないので,この欄を含む合計には影響しない.

四捨五入した数値どうしの加減による若干の誤差があり得る.

*を無視した計算による誤差が ｢合わせ鋼材 ･ワイヤー｣にあらわれている可能性がある.

原資料 :タイ国通関統計.

出所 :｢タイ鉄鋼業の概況と鉄鋼輸出入｣『日本鉄鋼業輸出組合月報』1996年 7･8月号, 20頁より作成.
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中国が11.1%となっている.アジア合計では45.2%であり,調達先は分散 しているが,アジ

ア以外ではロシアの比重が圧倒的に大きい.マレーシアの輸入は,日本からの供給が最大の2

7.5%を占め,韓国が8.9%でこれに次ぎ,以下,中国,ブラジル,ロシア,台湾と続いている.

フィリピンの輸入は,ロシアからの供給が最大で35.5%を占め, ブラジルが12.6%でこれに

次ぎ,以下中国,日本の順になっている.

タイの輸入について,製品と供給元をクロスさせると,第一に,ロシアと中国は半製品およ

び汎用品で高いシェアを占めている.鋼塊 ･半製品の輸入は両国を合計すると67.7%にのぼ

る.またホット･コイルの最大の供給者もロシアである.第二に,日本が高級鋼材の供給者と

なっている.冷延鋼板類の59.2%,電磁鋼板の93.8%,その他表面処理鋼板の66.7%,ステ

ンレスの56.7%が日本からの輸入である.この二つの特徴はマレーシアでもはば同様である

が,全品種にわたって日本のシェアがより高い一方で,半製品 ･汎用品の供給元が トルコ,ブ

ラジル,台湾,インドネシアなどに分散している117).

(3) 小括

グループⅢの諸国は,一貫生産システムを確立していないため,安定した鋼材供給をおこな

うに至っていない.特に鋼板類 ･薄板類については圧延工程さえも十分に整えられていないた

め,急速な需要の増大に対応できず,半製品 ･ホットコイル･高級薄板類のすべてにわたって

輸入に大きく依存する状況が続いている.

同時に,国内生産能力の整備とともに輸入鋼材との競合関係が生 じ,鋼材輸入が絶対的な能

力不足によるものから,競争の結果によるものへと移りつつあることも重視すべきである.イ

ンドネシアと同様に,生産能力規模の拡張と生産プロセス高度化の課題が同時に浮上している

わけであるが,一貫生産システムを持たないだけに,今後どのような技術選択を通じて問題解

決を図るかが,決定的な意味を持ってくるだろう.

すでに各国 ･地域では,一貫生産の確立をめざした計画が続出している118).タイのThai

SpecialSteelが計画中の一貫製鉄所は,年間生産能力が高炉380万 トン,転炉230万 トン,線

材ミル50万 トンであり,線材を銑鋼一貫生産しつつ,余剰の銑鉄やビレットを外販する,変

則的な生産プロセスをとっている.SiamStripMillは,この銑鉄を鉄源として薄スラブ連鋳

でホット･コイルを生産する計画であり,NakornThaiStripも,合弁の別会社で生産する直

接還元鉄を鉄源に,薄スラブ連鋳でホット･コイルの還元鉄一貫生産を実現しようとしている.

117)なお,フィリピンについては,品種と仕向先 ･供給元をクロスさせた輸入統計を入手できなかった.

118)この段落の事実関係は,｢アジア各国の鉄鋼生産設備新規計画一覧｣,『鉄鋼新聞』1997年9月24日

付,10月20日付,『鉄鋼需給の動き』No.186,鉄鋼倶楽部,1997年8月号,56頁,鈴木峻 ｢東南アジ

ア鉄鋼業の将来と日本鉄鋼業の役割について｣(『東南アジアの発展と鉄鋼業』所収)98-99頁,を参
照.
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マレーシアでは,川崎製鉄にフィージビリティ･スタディを依頼していた一貫製鉄所建設計画

はさしあたり断念されたものの,インドネシアのGunawanグループによる一貫製鉄所建設計

画が進行中であり,これも厚板を一貫生産しつつスラブを外販する方針である.フィリピンで

はJacintoグループが<Corex一電炉一薄スラブ連鋳機-ホット･ストリップ ･ミル>の技術

体系を持つ還元鉄一貫製鉄所の建設を開始しており,NationalSteelも銑鋼一貫化をめざして

いる.

これらの計画は,年産200万 トン程度の中規模一貫生産か,銑鉄 ･半製品に集中した大量生

産と外販をねらっているところに特徴がある.グループⅠのような,銑鋼一貫による鋼板類 ･

薄板類の大量生産とは異なる方向へ,多数の企業が各社各様に動いているのであり,その成否

が今後問われることになるだろう119).

lV 結論

本稿では,東アジア鉄鋼業の企業類型と貿易構造を,国 ･地域別のグループ化を通 じて分析

した.そこから得られる知見を,いま一度まとめれば以下のようになるだろう.

第一に,グループⅠ-1の鉄鋼業が,もっとも安定した生産能力を備えていることである.

特に,日本の銑鋼一貫企業,次いで韓国のPOSCOは,多品種大量生産システムを基盤として,

国内はもとより東アジア全域への鋼材供給をおこなっている.先進国では成熟産業と言われる

鉄鋼業であり,実際に日本では設備集約を伴う激しいリストラクチャリングを1980-90年代

に経ているが,なお多品種大量生産システムが健在であることが確認されるべきである.ただ

し,銑鋼一貫企業がホット･コイルを中心とする国際競争に直面する一方,各国 ･地域内を中

心に銑鋼一貫企業と製鋼圧延企業の競争が,その場面を条鋼 ･形鋼類からホット･コイルへと

広げっっ激化している.生産力的基盤が経営としての安定をただちに保証する状態ではないこ

とにも注意しなければならない.

第二に,グループト2,すなわち中国鉄鋼業が,量的には膨大であるが特異な技術構成を持

つ生産能力を抱え,｢改革 ･開放｣下で再編成の途上にあるということである.再編成への過

渡で銑鉄 ･半製品の大量輸出という独自の貿易構造が形成されているが,今後,貿易の品種 ･

仕向先 ･供給元が変化 しようとも,不安定な生産力的基礎に依拠しながら大量の需要 ･供給を

発生させるという特徴はしばらく継続し,東アジア鉄鋼業に強いインパクトを与えざるを得な

いであろう.

119)これら東南アジア諸国の鉄鋼設備拡張計画について,鈴木峻は ｢もし現状のまま放置すると現地企

業が無秩序に設備建設をおこない,しかも合理性を欠いた立地,設備内容が具体化してしまう危険をは

らんでいる.そこでは極めて歪んだ形の製鉄所が建設されてしまう危険性をはらんでいる｣(前掲論文,

100頁)と指摘している.本稿 (Ⅰ)提出後に現れたタイムリーな指摘なので紹介しておく.
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第三に,グループII,Ⅲ,特にタイ,マレーシア,フィリピン鉄鋼業では,特に薄板類を中

心として,未だに生産能力が不足 し,また工程間の不均衡がみられるということである. しか

し,一方で,条鋼 ･形鋼類も含めて国産鋼材と輸入鋼材との競合が強まりつつある.この二重

の課題に,どのような技術選択を通 じて立ち向かうかが問われており,すでに各社各様の思惑

による一貫化と設備拡張がはかられている.

第四に,各国 ･地域の鉄鋼輸出は,アジア域内を中心におこなっており,相互に自らの製品

市場とみなしあう関係にある.ただし,ホット･コイルでは日本,韓国,中国が,高級鋼材は

日本が主要な供給者となっており,グループⅠの生産システムの安定性と,その内部での序列

を反映 した構造となっている.

第五に,各国 ･地域の鉄鋼輸入は,輸出に比べればアジア域外との結びっきが強い.中でも

注目されるのは,ロシア･ウクライナなど旧ソ連地域からの半製品と汎用量産品の輸入が大き

な比重を占めていることである.東アジアの鉄鋼需給は,かって世界最大の粗鋼生産国であっ

た旧ソ連の体制転換に伴う再編成に連なっているのである.なお,いまのところ中国の分析か

らの類推に過ぎないが,旧ソ連からの供給もまた,不安定な生産力的基礎の上での大量供給で

ある可能性は高いだろう.

第六に,以上のことから,現在の企業類型と貿易構造,そこで示される競合とすみ分けの関

係や序列的な関係は固定的なものではあり得ず,むしろ変化へ向けた出発点だということであ

る.

企業類型 ･国際分業構造は,各国 ･地域の企業の競争戦略を規定する,唯一ではないが一つ

の有力な要因である.現時点での企業類型 ･国際分業構造の制約を受けながらどのような競争

戦略が選択され,どのような企業行動が将来に向かってとられるか,それがどのように東アジ

ア鉄鋼業の競争構造をつくりあげるかを明らかにすることが,今後の課題である.

(完)

※本稿 (Ⅰ)の表 Ⅲ-4において,中国の熱間圧延能力を括弧つきで1億4581万 トンと表記 し

た.これは,熱延能力の統計を発見できなかったため,全圧延能力の数値を記したものである.

筆者のミスで注記が脱落 したため,ここに補足 しておく.

♯本稿作成にあたっては,業界団体の方々,特に,日本鉄鋼輸出組合調査部海外調査課長の佐

藤和雄氏と鋼材倶楽部鉄鋼情報サービス室課長の二瓶真一氏に多大なご協力をいただいた.両

氏は,たび重なるヒアリングや問い合わせに丁寧に応 じてくださった.また,大阪市立大学商

学部の安井国雄教授は,自ら収集 した資料を貸与 してくださった.心より感謝申し上げる.た

だし,本稿の内容に関する責任は筆者にある.

※本稿は,1997年度科学研究費補助金<奨励研究A:課題番号 09730037>を受けた ｢東アジ

ア鉄鋼業の生産システム配置と国際分業 ･競争の展望に関する研究｣の研究成果の一部である.
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※本稿は,経済研究所 プ ロジェクト ｢生産システムの高度化とグローバル ･ローカライゼーショ

ン｣の研究成果の一部である.

(1997.ll.14受理)
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